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株式会社 ロワジール・ホテルズ沖縄
総支配人　武田 寛枝

vol.263
ばくがにくとぅ 黄金

言葉

空港勤務から始まった社会人としての歩み

私は県内の高校を卒業した後、東京の専門学
校に進学しました。20歳で沖縄に戻り、株式会
社エアー沖縄（現・ANA沖縄空港株式会社）
に入社し、27歳までの約７年間、空港の旅客部
門でグランドスタッフとして勤務しました。

当時は非常に忙しい職場でしたが、そこで
培った接客に対する考え方は、現在の仕事の土
台となっています。特に印象に残っているのが

「セカンドチョイス」という考え方です。お客
様の希望に応えられない場合でも、単にできま
せんと断るのではなく、別の選択肢を提案する
ことを教えられました。現在でも、何か難しい
相談を受けた際には、できない理由を並べるの
ではなく、代わりに何ができるかを考えるよう
にしています。また、日々の仕事でも自分なり
に目標を決め、積極的に行動していました。こ
の姿勢が、その後の営業活動にもつながってい
ると思います。

専業主婦からリクルート入社へ

27歳で出産を機に退職し、夫の転勤に伴って
鹿児島へ移りました。そこから約３年間は専業
主婦として過ごし、２人の子どもを出産しまし
た。下の子が１歳になった頃、もう一度働きた
いと考えるようになりました。家計のこともあ
りましたが、それ以上に、社会との接点がなく
なることへの不安がありました。当時は、自分
に何ができるのか、どのような仕事に向いてい
るのかも分かりませんでした。そのような時、
新聞の折り込みチラシで見つけたのが、株式会
社リクルート（現・株式会社リクルートホール
ディングス）が発行する旅行情報誌『じゃら
ん』に関する仕事でした。鹿児島県内の宿泊施
設の広告営業を担当し、約１年間勤務しました。

その後、夫の転勤に伴い東京へ移ることにな
りました。ようやく仕事に慣れてきた頃ではあ
りましたが、リクルートから「ちょうど『じゃ
らんnet（宿泊予約サイト）』を拡大するので、
東京で働いてみないか」と声を掛けていただき、
契約社員として入社しました。

営業の仕事に就くのは初めてでした。30歳を
過ぎ、子どももいた私は、若い社員に年齢や学
歴ではかなわないと感じ、「人の倍働こう」と
決めました。会社から１日５件の訪問を求めら
れれば、私は10件訪問しました。また、既存の
取引先への売上を増やすことが私の主な役割で

那覇市に根ざし、長年にわたり地域や観光客から親しまれてきた「ロワジールホテル＆スパタワー
那覇」。その総支配人を務めているのが武田寛枝氏です。今回は、空港勤務や営業職、社長職な
ど多彩なご経歴を経て、2020年に総支配人に就任された武田氏に、これまでの歩みや仕事への姿
勢、今後の展望などについてお話を伺いました。

変化を恐れず、挑戦を重ね、未来を拓く

▲エアー沖縄（現・ANA沖縄空港）勤務時代
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したが、次々と新しいホテルが開業する東京で、
新規開拓をしないのはもったいないと考え、自
ら新規営業にも取り組みました。行動量を増や
すと、成果も後から付いてきました。社内表彰を
受ける機会も増え、次第に営業という仕事が自
分の得意分野であると思えるようになりました。

契約社員として３年間勤務した後、正社員と
なり、営業リーダーとして首都圏・箱根・熱
海・沖縄エリアの営業を担当しました。私には、
採用したことを後悔させたくないという強い気
持ちがありました。現在も、仕事に対する基本
的な姿勢は変わっていません。私のモットーの
一つは、「仕事に穴を開けない」ということで
す。任された仕事には責任を持ち、最後までや
り切ることを大切にしています。

大きな転機を経て沖縄へ

私が40歳になったばかりの頃、夫が突然この
世を去りました。当時、子どもたちはまだ小学
生でした。ともに暮らしていた家族が何の前触
れもなく、突然いなくなるという経験は、言葉
では表せないほどつらいものでした。そのよう
な中、会社は私と子どもたちのことを思いやり、
出身地である沖縄で生活できるよう配慮してく
れました。夫が亡くなってから約３カ月後、株
式会社リクルートライフスタイル沖縄の社長と
して沖縄へ赴任し、『じゃらん』や『ホット
ペッパー』などのWebサービスを通じて、県
内のホテル・飲食店・サロンなどの集客支援に
取り組みました。沖縄で４年間社長を務めた後、
東京へ戻り、キャッシュレス決済に関する新規
事業を担当しました。

社長として組織を率いていた立場から、再び

自ら営業する立場へ変わりましたが、異なる部
署でも成果を評価していただき、営業が自分の
強みであることを改めて実感しました。その後、
高齢になった母のこともあり、沖縄へ戻ることを
決め、18年間勤めたリクルートを退職しました。

コロナ禍での総支配人就任

ロワジールホテル＆スパタワー那覇の総支配
人に就任したのは、2020年10月です。きっかけ
は、当ホテルの運営会社であるソラーレホテル
ズアンドリゾーツ株式会社の井上社長からお声
掛けいただいたことでした。当初はホテル業界
への転身に戸惑いもありましたが、リクルート
時代の上司や先輩から「総支配人は貴重な挑戦
の機会だ」と後押しを受け、就任を決意しまし
た。就任当時は、新型コロナウイルス感染症の
影響により、沖縄観光が大きな打撃を受けてい
た時期でした。Go Toトラベル事業が始まれば、
状況はすぐに改善するのではないかと期待して
いましたが、現実はそれほど簡単ではありませ
んでした。ホテルの客室稼働率が５％程度まで
落ち込み、朝食を利用するお客様が数人しかい
ない日もありました。従業員の間には、感染症
への不安だけでなく、雇用やホテルの将来に対
する不安も広がっていました。

そのような中、最初に取り組んだのが、従業
員の雇用を守ることです。幸い私にはホテル業
界以外の、他の業界とのつながりがありました。
コロナ禍でも人手が不足している企業を探し、
人事部長と協力しながら、従業員の出向先を確
保しました。ホテルの仕事が少ない期間は、別
の会社で働いてもらうことで、雇用を維持する
ことができました。その後、観光需要が回復す
ると、今度は深刻な人手不足に直面しました。
コロナ禍で従業員を手放していたら、ホテルの
運営を立て直すことは、さらに難しくなってい
たと思います。

▲リクルート勤務時代
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経験豊富な人材の活用

人手不足への対応では、若手人材だけにこだ
わらず、他社で60歳前後に定年や再雇用を迎え
た、経験豊富な人材を積極的に採用するように
なりました。60歳で入社しても、70歳まで働く
とすれば10年間あります。大企業などで長年
培った専門性やマネジメント経験は、ホテルで
も大きな力になります。現在、ロワジールホテ
ルでは、全従業員のうち半数以上を50歳以上が
占めており、シニア層が重要な役割を担ってい
ます。年齢に関係なく、能力や経験を生かし、
安心して働き続けられる会社にしたいと考えて
います。

シティリゾートホテルとしての新たな姿へ

ロワジールホテル＆スパタワー那覇は、長い
歴史を持つフルサービスホテルです。一方で、
施設の老朽化など、今後に向けて改善しなけれ
ばならない点もあります。今後は数年をかけて
大規模なリニューアルを行い、シティホテルと
しての利便性と、リゾートホテルとしての魅力
を併せ持つホテルへと進化させたいと考えてい
ます。まずはプールを改修し、よりリゾート感
のある空間にしていく予定です。その後、客室
やレストラン、宴会場なども順次改修していき

ます。当ホテルには、価格帯や特徴の異なる複
数の客室があります。比較的手頃な価格の客室
から、スパタワーのような高付加価値の客室ま
であり、学生や団体旅行、ファミリー、インバ
ウンド、富裕層など、多様なお客様を受け入れ
ることができます。すべてのお客様を一つの層
として捉えるのではなく、客室や施設ごとに
ターゲットを明確にし、それぞれに合った価値
を提供していきたいと思います。

与えられた任務に対してベストを尽くす

私が大切にしているのは、与えられた任務に
対してベストを尽くすことです。もちろん、仕事
を振り返り、もう少しよい方法があったのでは
ないかと反省することはあります。しかし、過
去の失敗にとらわれて落ち込み続けても、前へ
は進めません。反省はしますが、落ち込みませ
ん。常に前を向いて進むことを心掛けています。

今後は、ロワジールホテル那覇のリニューア
ルを着実に進め、長い歴史と新しい魅力を兼ね
備えたホテルへと生まれ変わらせたいと思って
います。これからも変化を恐れず、ホテルで働
く従業員、お客様、そして沖縄観光の未来に
とって何が必要なのかを考えながら、目の前の
仕事にベストを尽くしていきます。

▲シティホテルの利便性とリゾートの魅力を兼ね備える
ロワジールホテル＆スパタワー那覇
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インフレ以前から上昇傾向
おきぎん経済研究所 研究員
小嶺　貴史

実効性ある「賃上げ」に
沖縄銀行 法人事業部営業部エリア分室長
高良　亮

（2026年６月７日掲載）（2026年５月31日掲載）

食事補助の法改正

今年４月から、企業の福利厚生である「食事補
助」に関する税制が、42年ぶりに大きく見直され
ました。これまで1人当たり月額3500円とされて
いた非課税限度額が月額7500円へ引き上げられま
した。
本制度の活用で、企業側は社会保険料等を増やす

ことなく従業員の実質的な生活支援が可能となりま
す。一方、従業員側も課税対象外で補助を受けられ
るため、実質的な手取り増加につながります。いわ
ば「第３の賃上げ」といえる企業・従業員双方に
とって実用性の高い制度です。
制度活用の条件は（1）従業員が食事代の50％以

上を負担すること（2）会社負担分が月7500円（税
抜）以内であること（3）原則、現物支給であるこ
と―の３点です。現物支給は社員食堂がなくても、
弁当手配や食事チケット、プリペイドカード型サー
ビスなどを利用することで、導入を検討することが
可能です。
2026年３月に実施された調査結果では、求職

時に福利厚生を重視したと回答した人は20歳代で
50.1％にのぼっており、採用力向上の観点からも
有効な施策といえます。食事補助制度改正は、企業
の人材戦略と従業員の生活支援を同時に実現できる
実効性の高い施策といえます。
賃上げが難しい環境下でも、税制優遇を生かしな

がら従業員満足度を高め、採用力・定着力の向上に
つなげられます。この機会に「選ばれる企業」づく
りの一環として、食事補助制度の活用を前向きに検
討してみてはいかがでしょうか。

県内の中古マンション
価格動向

近年、各地でマンションの新築工事の様子や分譲
販売の広告を目にする機会が増えているのではない
でしょうか。以前はマンションといえば那覇近辺と
いうイメージでしたが、近年では中北部や離島でも
分譲マンションが普及しています。新築戸数の推移
からも需要の底堅さが見られます。一方で、高価格
帯の物件も増加しており、新築では希望する条件の
物件に手が届きにくいと感じる方も少なくないこと
が考えられます。
こうした状況から、中古マンションの購入を検討

する方も多いと思われますが、中古マンション市場
はどのように推移しているでしょうか。図表は、最
近の中古マンションの成約価格の推移を示したもの
です。年ごとにサンプル数や地域、間取り、築年数
などの条件が異なる点に留意が必要ですが、上昇ト
レンドで推移しており、昨今のインフレ以前から価
格が上がり、コロナ禍でも価格が上昇し続けている
点が特徴的です。
購入者の立場で見ると、2020年から25年にか

けて価格はおよそ24％上昇した一方で、毎月勤労
統計に基づく沖縄県民の平均給与（常用労働者・規
模５人以上の事業所）は20年の25万6585円か
ら25年の26万6232円へと、４％程度の上昇に
とどまっていることから負担感は一層高まっている
と推察されます。
さまざまな生活コストが上昇しており、マンショ

ン購入は「人生最大の買い物」となる方も多いと思
います。こうした状況を踏まえ、より堅実なマネー
プラン、ライフプランの構築が求められています。
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※琉球新報に掲載

生産性向上、高度人材確保
おきぎん経済研究所 研究員
上門　伸也

金融機関と築くゆいまーる
沖縄銀行 大謝名支店長
米須　さおり

（2026年６月14日掲載）

雇用者数

（2026年６月21日掲載）

地域で支える
お金の安心

沖縄への
情報通信産業集積

近年、予期せぬ自然災害が増加しています。こう
した状況で、私たちが真っ先に取り組むべきは「い
ざというときに生活を立て直す力」を備えておくこ
とです。食料の備えだけでは長引く被災生活を支え
きることはできません。
現在、「万が一の時のために」と多くの現金を自

宅に保管しているケースが見受けられます。しか
し「手元にあるから安心」という考えは一見安全そ
うに思えますが、実は見落としがちな点です。特
に浸水や建物倒壊の恐れがある場所で現金を保管す
ることは、流失や汚損のリスクが非常に高いとい
えます。さらに、空き巣被害や高齢者を狙った特殊
詐欺の標的になるという重大なリスクもはらんでい
ます。
災害や犯罪被害が発生した場合、突然お金を動か

せなくなるリスクは、全世代に共通する切実な問題
です。このリスクを防ぐ防波堤となるのが、地域金
融インフラの活用です。例えば、金融機関が提供す
る「代理人用キャッシュカード」などは、世帯主が
不在や負傷といった緊急時でも、家族がATMを利
用し生活費を確保できます。また、将来の判断能力
の低下や詐欺被害防止に備えた「家族信託サポート
サービス」などの資産管理支援は、大切な資産の凍
結や不当な流出を防ぐ強力な手段となります。
地域の金融機関は災害と犯罪から家族の暮らし

を守る「現代のゆいまーる（助け合い）」の役割を
担っています。大切な家族を守るために、身近な金
融機関でこれからの「備え」を相談してみてはいか
がでしょうか。

沖縄県では、島しょ県としての地理的制約の克服
を目的に、情報通信関連産業の集積を進めていま
す。輸送コストの高さや市場規模の制約といった不
利性を背景に、物理的制約を受けにくい情報通信関
連産業を成長分野として位置付け、積極的な企業誘
致が進められてきました。また「新・沖縄21世紀
ビジョン基本計画（2022年策定）」でも、情報通
信関連産業はリーディング産業の一つに位置付けら
れ、税制優遇やインフラ整備、人材育成の施策が推
進されています。
取り組みの結果、県外からの情報通信関連企業の

立地が進み、22年には531社、3.1万人の雇用が
創出されています。代表的なのは、うるま市の沖
縄 I T 津梁パークなどで、これらを中核に I T 関連産
業が集積しています。一方で、雇用者の多くがコー
ルセンターやBPO（ビジネス・プロセス・アウト
ソーシング）などの労働集約型分野に従事している
ことから、従業員１人当たりの付加価値は全国平均
を下回る水準で、経済全体への波及効果の観点では
課題も残されています。
近年は、ソフトウエア開発やコンテンツ制作と

いった高付加価値分野への転換が進みつつありま
す。今後は、デジタル化需要の拡大やアジアに近い
地理的特性を生かした国際展開を取り込みながら、
労働生産性の向上と高度人材確保の両立が重要にな
ると考えられます。こうした取り組みを通じて、質
的な転換を伴う産業の発展が見込まれ、地域経済の
成長をけん引する分野として、その役割を高めてい
くことが期待されます。




